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学会動向

第63回 国際財政学会

太田隆之(静 岡大学)

2007年8月27日 か ら30日 にかけて国際財

政学 会第63回 大会(The63「dCongreSSof

theIn七ernationalInstituteofPublic

Fillance)が イギ リスの ウォー リック大学 で

開催 された.「 地球 公共財 とコモ ンズ:変 化

す る世界の理論 的政策的課題」 をテーマに開

催 された大 会には24力 国か ら300人 以上が参

加 し,各 基調講演,分 科会では活発 な討論が

なされた.い ずれ も多岐 にわた る報告 と議論

が なされたため,大 会の全容 を記す ことはで

きない.以 下,少 々雑駁であるが,筆 者が参

加 して見聞 きした限 りにおいて印象 に残 った

基調講演 と分科会 にお ける報告の内容 を中心

に述べ る.

大会期間中5回 の基調講演 が催 された.各

講演では,大 会のテーマである地球公共財 と,

地球温暖化 な どのグローバル レベルでの諸 問

題 に対 して財政学 ・公共経済学 か らアプロー

チ を行 う報 告がなされた.そ の中で最 も印象

的であったのは,現 在の国際財政学会会長で

あるH-W.ジ ン教授 による 「地球温 暖化 に逆

らう公共政策」 とい う講演 である.ジ ン教授

は,地 球温 暖化問題 は石油燃料 の過剰採取 を

意味 してお り,大 気中に蓄積 される二酸化炭

素のス トック と化石燃 料の過剰利用 は将来世

代へ の財産 のポー トフォリオを悪化 させ てい

る とい う自身の研 究 の成果 を踏 まえなが ら,

温暖化 防止政策のあ り方につ いて議論を展開

す る.温 暖化 防止のための ピグー税 による環

境税 や技術革新のための補助金 といった政策

は,市 場 における石油に対す る需要 を減 らす

ため,石 油生産者 に対 して将来の石油価格が

下が らない ように,か つ現段 階での石油消費

を高め ようとする イ ンセ ンテ ィブ を持 たせ,

それ を強める.そ の結果,問 題 となってい る

地球温暖化 をさらに悪化 させ る事態 を招 くこ

とにな る とい う.こ の ことを指摘 しなが ら,

温暖化防止 を 目的 とす る有益な政策 として,

炭素 隔離や積極的 な植林,排 出権取 引 といっ

た政策 を挙 げ,こ れ らを軸 に温暖化防止 を進

めるこ とを提案 した.環 境政策の経済的手段

である税や補助金 を否定的に捉 え,温 暖化防

止はそれ以外の手段 を中心 にして進めてい く

という刺激 に富 んだ議論は,明 快 な議論の展

開 もあって参加者の関心 を強 く惹 きつける内

容 であった.そ れ故 に,本 当に環境税 は否定

される政策 なのか,環 境税 を導入する よりも

植林 を積極 的 に進め ることの方が望 ま しいの

かな ど,多 くの質問が出 された.他,A.サ ン

ダモ教授 による 「地球公 共財の概 観」,S.パ

レ ッ ト教授 に よ る 「何 故協 力 をす るの か?

地球公 共財供給 の イ ンセ ンテ ィブ」,Pパ ス

テ ィオ教授 による 「欧州の福祉国家 成果 と

見通 し」,K.A.コ ンラッ ド教授 による 「グ ロ
ーバ ルコモ ンとしての移動性課税 ベース」の

講演が行 われた.

また,大 会3日 目にはR.マ スグレイヴ教授

を追悼する特別 セ ッションが催 された.ジ ン

教授 を座長 に,T.ア トキ ンソン教授,S.ク ノ

ッセ ン教授,H.ラ ッ ド教授,P.ミ ーズコウス

キー教授,P.ペ ス テ ィオ教授がそれぞれ租税

の帰着,所 得概念,政 府 の役割,財 政連邦主

義,公 共政 策における公平性 とい う視点か ら

マス グレイヴにつ いて論 じた.J.M。 ブキ ャナ

ン教授 との議論')に も触れ なが ら行 われた討

論の中では,財 政学 だけではな く,個 々の報

告者 とマスグ レイヴ教授 の交流な どのエ ピソ
ー ドにも触 れ られ ,マ ス グ レイヴ教授 の議論

の意義 と人 とな りの両方 を知 るこ とがで きる

大変興味深いセ ッシ ョンであ った.

次 に分科会 につ いて述 べ る.今 大会 で は

222本 の論文 が審査 を通 った とい うこ とで,
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大会前に組 まれ たプログラムでは4日 間で合

計77の 分科 会 が設 け られて いた.当 日に な

って6つ の分科会が 開かれなかったが,現 在

の国際財政学会 にお ける研 究動向の知る上で

どういうテーマの分科会が組 まれたかを知 る

のは有益 だ と考 えるため,事 前のプログラム

をもとに各分科会 のテーマ を表でまとめてみ

た.

表 第63回 国際財政学会において企画された分科会

開催数 テ ー マ

5 租税競争

4
連 邦 制 にお け る資 源 配分,教 育,

社会保障,企 業課税

3

公共財供給,税 制改革,移 民 と公

共 政 策,公 共 政 策の 政治経 済学,

税法遵守 と姿勢,最 適課税 と支 出,

EUの 財政,公 共政策 と家族,投 票

モデ ル,租 税 の帰着

2

地 方政府 の行動,政 策手段 と して

の排 出権 取引,ソ フ トな予算,地

球公 共財,住 宅 ・都市経 済学,環

境問題 成長 と動学

国 際協定,コ モ ンズ とア ンチ コモ

ンズ,汚 職,地 下経済,中 央銀行

と財政,財 政 と発展,グ ローバ リ

ゼ ーシ ョン,競 争,民 営化 と規制,

所得 と富,健 康 と公 共政 策,付 加

1価 値税 ―

表か ら,大 会で は広 く財政学 ・公共経済学

及び公共政策 に関す る分科会が設け られた こ

とが分かる.ま た,イ ギ リスで開催 された と

い うこ ともあ って 「EUの 財 政」や 「移民 と

公共政策」 な ど,欧 州諸国が課題 として直面

しているテーマの分科会 も複 数開かれてい る

点が特徴的であった.

筆者は主 に 「公共財供給」 の分科会 に参加

し,報 告 を聞いた.「 公 共財の経済 におけ る

等 しい犠牲 と公平 な負担配分」(W.ブ ッフホ

ルッ教授他)で は,公 共財供給 における負担

の均等配分 をテーマ と している.こ の議論が

公共財理論 と体系的 に結びついていない こと

を指摘 しなが ら,環 境経済学 で用い られ る支

払意 志額の アプロー チに注 目す る.そ して,

公共財供給の負担へ と結びつ く人々の犠牲 の

大 きさをはかる手法 を開発 し,供 給 を行 う上

で必要 な負担の配分が均等 になるような選択

メカニ ズムを提示 している.「 中央集権 的 な

公共財供給 における国民投票 のイ ンパ ク トニ

政治経済学 的アプローチ」(J.シ ュネ レンバ

ッハ教授他)で は,公 共財供給 のあ り方 と合

意形成 メカニズムをテーマ としてい る.地 域

間で スピル オーバ ーす る公共財 を地域で供給

する場合 に厚生損失がある ことを指摘 しなが

ら,そ の克服方法 として中央政府 による供給

を挙 げる.そ の上で,間 接民主制 と直接 民主

制で は どち らの方が中央集権 的な公共財供給

がなされ るか を検証 した.そ の結果,問 接 民

主制 の方が中央集権制 を生 み出 しやすい こと

を明 らか にし,直 接民主制 は連邦制 を保持す

る制 度であ る と位置付 けてい る。 また,「 く

じによる公共財の資金調達:集 団の大 きさは

問題 か?」(Tガ ウベ教授)で は,く じに よ

る公共財の資金調達の方法 をテーマ と してい

る。 この とき,固 定 された賞金 を出す くじで

あれ ばただ乗 り問題が緩和 されるとい う議論

を受 け,こ の くじを用いた資金調達 メカニズ

ムは小集団の方が規模 の大 きい経済 よ りもう

まく機能 し,公 共財供給へ の動機が小 さい場

合 に限って全 ての賭け金を賭 けに勝 った人々

に配分す る方式の くじが より大 きな余剰 を生

み出す ことを明らかに した。以上,公 共財供

給をテーマ とす るセ ッションにおけ る報告 の

概要 を述べ たが,セ ッションに参加する こと

で,あ りとあ らゆ る角度か らこのテーマが論

じられていることを知 って驚 くとともに,こ

れ らの議論 やアイデアが財政学や公共経済学

の枠 だけに とどまらず,コ モ ンズ研 究な どの

他の分野の議論やそれ らに関 わる実際の問題

への アプローチ を行 う上で適用で きるのでは

ないか と考 えた.

この ように財政学 ・公共経済学の研 究報告

が数多 くな され る一方,大 会のテーマの1つ

であ るコモ ンズに関す る報告 は非常 にわずか

であ った.筆 者がみた限 り,「 コモ ンズ」 を

テーマ とす る報告は 「現代 日本における伝統

的コモ ンズの変化 と課題」(嶋 田大作),「 ア
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ンチ コモ ンズの交渉 モデル」(広 川み どり教

授他),筆 者 の 「流域 におけ る水質管理 とコ

モ ンズ:矢 作川流域の事例検証」の3つ だけ

に とどまっていた.コ モ ンズ研究では,公 共

財 の議論 をは じめ財政学 ・公共経済学の成果

を積極的 に活用 し吸収 して きているため,こ

れ らの議論は コモ ンズ理論の構築 に大 きく貢

献 して きた といえる.他 方,昨 今研 究が盛 ん

に行わ れて い るコモ ンズ研 究 も蓄積が な さ

れ,コ モ ンズ研究 の側か らの財政学や公共経

済学へのアイデアの提供 や議論の提起があ っ

てもおか しくない状況である.そ の意味では,

今 回の大会は財政学 ・公共経済学の コモ ンズ

研究の問で活発 な相互交流 をす る場 とな り得

たはずであ り,国 際財政学会 として もそれ を

期待 していたのではないか と考えるが,今 回

はそこまで至 らなかったのが少 々残念であっ

た.今 後,財 政学 ・公共経済学 とコモ ンズ研

究 を架橋 する研究 が行 われ,今 回のような双

方の研究者が交流 する機 会が設け られ ること

に期待 したい.

注
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